家族ケアを行う労働者の雇用と生活の保障 : 日本，ドイツ及び韓国における新型コロナウイルス危機下の家族ケアと仕事との両立 by 緒方 桂子
91































































2020 年 2 月 24 日，韓国政府の中央災難安全対策本部と保健福祉部（Minis-








tional Statistical Office）が 2020 年 6 月に発表した「2019 年共働き世帯と一人
世帯の雇用状況」によれば，韓国の有配偶者世帯 1230 万 5 千世帯のうち，
共働き世帯は 566 万 2 千世帯（46%）であるが，有配偶者世帯のうち子ども
 1）　통계청, ‘2019년 하반기 지역별고용조사 맞벌이 가구 및 1인 가구 고용 현황’ （2020. 
6. 23） http://kostat.go.kr/portal/korea/kor_nw/1/1/index.board?bmode=read&aSeq= 
383260
 2）　保健福祉部 2020 年 5 月 29 日付プレスリリース「保育園休園解除計画について」











暇制度（22 条の 2）や労働時間短縮請求制度（22 条の 3），及び，緊急保育4）の
利用により対応するよう呼びかけた。
 3）　2021 年 6 月 15 日，韓国女性政策研究院は，コロナ危機下における女性の仕事とケ
アの状況に関する調査及びそれに基づくレポートを公表した（韓国女性研究院「コロ
ナ 19 後の仕事とケアの変化とケア政策の改善課題」KWDI Brief 第 64 号（2021. 06. 
15.） https://www.kwdi.re.kr/inc/download.do?ut=A&upIdx=127761&no=1  以下， 「韓
国女性政策研究院レポート」と呼ぶ）。
　　 この調査は，全国の満 20 歳から 59 歳までの女性のうち，現在，賃金労働者として
働いている者及び 2020 年 3 月以降 11 月までの間に賃金労働者として就労した経験の
ある失業者 3007 名を対象に行われた，オンライン調査（CAWI＝Computer Aided 
Web Interview）である。サンプルは，母集団である賃金労働者の構成比に従い，年








月～11 月）において失業を経験した者は 21.3% であり，そのうち 76.0% は調査の行
われた 2020 年 12 月初旬まで失業状態が続いていることが明らかになった。
 4）　緊急保育は，保育園が休園している期間，子どもを預けざるをえない家庭に対し，
保健福祉部が提供した保育サービスであり，利用理由を問わず，日中保育（7 時 30
分から 19 時 30 分）とし，給食・おやつも普段と同じように提供するというものであ
る。緊急保育利用率は，2020 年 2 月末には 10% 程度であったが，28.4%（同 3 月 23









れた制度である。2020 年 1 月 1 日より施行された。改正法が発効したの
は，コロナが本格的に大流行する直前であった。
韓国は，2012 年の同法改正の際に，年間最大 90 日間の家族介護休業制度
を創設しており，同制度の分割使用も可能ではあったが，使用する際には 1
回あたり 30 日以上の期間で取得しなければならないため（男女雇用平等法 22








父母，孫が追加された（同法 22 条の 2 第 2 項）。
（2）　コロナ危機下での特別な経済的支援と実効性確保のための特別措置
家族介護休暇制度は，コロナ危機とは無関係に導入されたものであり，制
 5）　雇用労働部「男女雇用平等法改正（2019. 8. 27）説明資料」参照（고용노동부, 남녀




of Employment and Labor）は，2020 年 2 月 28 日，コロナ危機により家族介護
休暇を取得した労働者に対し，「コロナ 19 関連家族介護費用緊急支援金」を
支給すると発表した。支給期間は，韓国国内で初めてコロナ感染患者が見つ
かった 2020 年 1 月 20 日から緊急事態終了時までとされた。
支給対象とされたのは，その祖父母，父母，配偶者，配偶者の親，子ども
または孫がコロナに感染し緊急にケアが必要である場合，あるいは，小学校
2 年生以下または満 8 歳以下の子どももしくは障害を有する 18 歳未満の子
が通う保育園，幼稚園，学校がコロナ危機のために休園ないし休校をした場
合等において，無給で家族介護休暇を取得する労働者である。
支給金額は，1 日あたり 5 万ウォン（約 5 千円。配偶者も取得する場合，合算で








を受けた」等のトラブルに対し，2020 年 3 月のひと月間，匿名での申告を
受け付けることにした。そして，申告が受理された場合，勤労監督官が，当
該事業場に対して，直接，是正指導を行い，是正されない場合には，申告人
の同意を得て，正式に事件として受け付けたうえで，500 万ウォン（約 50 万
円）以下の過怠料を賦課することにした。
こういった取組みはかなり効果的だったようである。2020 年 4 月 1 日，
 6）　雇用労働部 2020 年 2 月 28 日付「コロナ 19 関連家族介護費用緊急支援金につい






家族介護費用緊急支援金は，2020 年 3 月 16 日から受付が開始されたが，
3 月 30 日までの 2 週間足らずの間に 3 万 7 千人余りが申請したという。こ
の数は，雇用労働部が推算していた同支援金対象者の 41% にあたる。
（3）　コロナ危機を理由とする家族介護休暇の延長





 7）　雇用労働部 2020 年 4 月 1 日付プレスリリース「家族介護休暇活用アンケート調査
について」（고용노동부, ‘가족돌붐휴가 활용 설문조사’ （2020. 4. 1） http://www.moel.
go.kr/news/enews/report/enewsView.do?news_seq=10843）。



















数（10 日）に加えて，さらに 10 日の家族介護休暇（一人親の場合には 15 日）を







































なわち，労働時間の短縮は，週あたり 15 時間以上，30 時間を超えてはなら






















付される。たとえば，週 40 時間で働いていた労働者が，週 20 時間に短縮労
働した場合に，短縮前の賃金が 200 万ウォン（約 20 万円）で，短縮後の賃金
が 150 万ウォン（約 15 万円）であったとする。この場合，使用者は 50 万ウォ
ン（約 5 万円）多く負担していることになる。そこで，50 万ウォンの 80% で
ある 40 万ウォン（約 4万円）が助成金として支給される。
また，労働時間を短縮した労働者の代替人材を採用した場合，当該労働者






特例ガイドラインによれば，2020 年 3 月 1 日以降，労働者が緊急的な子
どものケアを理由に労働時間短縮を請求した場合に，それに対応した事業主
に対して助成金が支給される。特例ガイドラインでは，雇用奨励金の対象と





2020 年 7 月までのワーク・ライフ・バランス雇用奨励支援金の支給実績を
みると，コロナ危機が本格化した 2020 年 3 月以降，労働時間短縮制度の利
用が増え，利用者は，前年同月との比較で，5 月は 2 倍以上（222.0%），6 月
は 3倍以上（317.5%），7月は 4倍以上（436.9%）と大幅に増加したという10）。









ず，ドイツ民法 275 条 3 項及び同 616 条が規定する原則的な考え方があり，




ドイツ民法 275 条 3 項は，債務者において，自ら果たすべき複数の義務が
10）　雇用労働部 2020 年 8 月 31 日付プレスリリース「ワーク・ライフ・バランス雇用奨励
金，コロナ 19 対応緊急子どもケアに効果上々」（고용노동부 2020. 8. 31 보도자료, 워














また，ドイツ民法 616 条14）は， 比較的重大でない期間 （verhältnismaßig nicht 
er hebliche Zeit）， 故意または過失によらず， 一身上の理由によって（in seiner Per-
son liegenden Grund）， 労務を提供することができない場合， 労働者は賃金請求
12）　ドイツ民法 275 条 3 項「債務者が自らの給付を提供しなければならない場合におい
て，その給付を妨げる障害と債権者の給付利益を衡量してその給付を債務者に期待す
ることができないときは，債務者は，給付を拒絶することができる。」（条文の翻訳
は，国立国会図書館調査及び立法考査局「基本情報シリーズ ⑲  ドイツ民法 I（総
則）」（2015 年）による。）
13）　ドイツ民法 275 条 3 項は，2001 年に公布された債務法現代化法により明文化され
たものであり，その成立の過程においては，同項が適用される具体的な場面として，
自らの子が重大な病気に罹ったことを理由にコンサートへの出演を拒否した女性歌手
の事例が挙げられている（BT-Drucks. 14/6040, S. 130）。この問題に関して，大原寛
史「『債務者が自ら提供しなければならない給付』における期待不可能性」（1）（2・完）
（名古屋学院大学論集（社会科学篇）Vol. 53, No. 1（2016 年）85–103 頁及び Vol. 53, 
No. 2 （2016 年） 139–162 頁， 及び， 同「履行不能と債務者の帰責性」 （中京法学 54 巻
3・4 号（2020 年）369–410 頁参照。






















両親手当・両親時間法は，子が原則 3 歳（36 カ月）になるまでの親時間
（育児のための休業期間）を保障し，36 カ月の親時間のうち，24 カ月を限度と
して，子が満 8歳になるまで別の期間に休暇を持ち越すことができると規定
15）　たとえば， BAG Urteil vom 19. 4. 1978, DB 1978, S. 1595 ; BAG Urteil vom 20. 6. 
1979, NJW 1980, S. 903. 本文でも述べたように，労働者が病気の子どもをケアする
ために欠勤することの許容性について，現行法上はドイツ民法 275 条 3 項の適用問題
として論じられる。しかし，病気の子どもをケアするための欠勤については，同項が




いては事案ごとに異なる。ドイツ民法 616 条に関する裁判例を参考にするならば 3日
から 6 週間まで幅があるとする見解（BUND VERLAG EXTRA Corona & Arbeits-
recht, 2020, S. 42.）もある一方で，同条に基づく賃金継続支払いは使用者の配慮義務
に基づくものであることに鑑みると，6 週間についての賃金継続支払いが認められる
のは労働者本人の病気休暇に関してであり（616 条を制度的に保障する賃金継続支払
い法（Entgeltfortzahlungsgesetz, EFZG）3 条 1 項 1 号参照），家族や子どものケアの
ための欠勤の場合には 5日以上は認められないとする見解もある（Hohenstatt / Krois, 
Lohnrisiko und Entgeltfortzahlung während der Corona-Pandemie, NZA 2020, 
S. 413 ff., 415.）。
104
している（§ 15 Abs. 1 及び Abs. 2 BEEG）。労働者は，親時間の間は，労働時間
を短縮して働くこともできる。短時間勤務の場合，労働時間は週あたり 15
時間から 30 時間の範囲でなければならず，またその働き方を最低 2 カ月間
継続しなければならない（§ 15 Abs. 7 BEEG）。
親時間を取得して休業する場合，あるいは短時間勤務を行う場合，取得開





休む場合，健康保険から疾病手当 （Krankengeld） が支給される （§ 45 Abs. 1 SGB 
V）。疾病手当が支給されるのは，子の看護・介護のために欠勤が必要だと
する医師の証明があり，同一の生計を営む他の家族がその子の看護・介護が
できない場合であり，支給額は手取り賃金の 90% である（§ 45 Abs. 2 SGB V）。
疾病手当が支給される期間は，1 人の子について 1 年で最大 10 日（一人親





介護休業法は，介護が必要な家族 1 人に関し，最長 10 日間までの短期休
業 （§ 2 PfZG）， 及び， 従業員 15 人超の労働者を雇用する事業主に対し， 最長
16）　介護休業法及び家族介護休業法の制度の概要については，藤井直子「第 3 章 ドイ
ツの介護休業法制」独立行政法人 労働政策研究・研修機構『ヨーロッパの育児・介
護休業制度』 〔JILPT 資料シリーズ No. 186〕 （2017 年） 30 頁以下 （https://www.jil.go. 
jp/institute/siryo/2017/documents/186_03.pdf ）に詳しい。また，山本陽大・藤井直

















介護支援手当（Pflegeunterstützungsgeld）として支給される（§ 2 Abs. 3 PfZG, § 44a 























と各種の支援策を打ち出し，2020 年 3 月 27 日に，合計 6 本の連邦法19）を成
18）　学説及びドイツ連邦労働社会省の HP に掲載された，コロナに関する Q & A にお
いても，その旨が明記されている。vgl., Bundesministerium für Arbeit und Soziales 
auf seiner Website > Information zu Corona > Fragen und Antworten > Antworten 
auf arbeitsrechtliche Fragen ; Sagan/Brockfeld, NJW 2020, S. 1114 ; Fuhlrott / Fischer, 
NZA 2020, S. 411 ; Hohenstatt / Krois, NZA 2020, S. 414 ; Kleinebrink, DB 2020, S. 952 f ; 
BUND VERLAG EXTRA Corona / Arbeitsrecht, S. 42.
19）　経済安定化基金設置法（Gesetz zur Errichtung eines Wirtschaftsstabilisierungs-
fonds （Wirtschaftsstabilisierungsfondsgesetz – WStFG）（BGBl. I, S. 543））， 2020 年連 
邦補正予算法（Gesetz über die Feststellung eines Nachtrags zum Bundeshaushalts-
plan für das Haushaltsjahr 2020 （Nachtragshaushaltsgesetz 2020） （BGBl. I, S. 556）），
民事・倒産・刑事訴訟法における COVID-19 パンデミックによる規制緩和のための
法律（Gesetz zur Abmilderung der Folgen der COVID-19-Pandemie im Zivil-, In-
solvenz- und Strafverfahrensrecht （BGBl. I, S. 569）），コロナウイルス SARS-CoV-2 を
起因とした社会保障への容易なアクセスおよび社会保障サービス提供者の利用と保護
のための法律（社会保護パッケージ。Gesetz für den erleichterten Zugang zu sozialer 
Sicherung und zum Einsatz und zur Absicherung sozialer Dienstleister aufgrund des 
Coronavirus SARS-CoV-2 （Sozialschutz-Paket）（BGBl. I, S. 575）），病院その他の医療
機関の財政負担補償法（COVID-19-病院救済法） （Gesetz zum Ausgleich COVID-19 
bedingter finanzieller Belastungen der Krankenhäuser und weiterer Gesundheitsein-
richtungen（COVID-19-Krankenhausentlastungsgesetz） （BGBl. I S. 580））， 全国規模





に関する法律（Gesetz zum Schutz der Bevölkerung bei einer epidemischen Lage von 









1a 項は， 2020 年 3 月 27 日に改正された後， 同年 6月 19 日20）及び 11 月 18
日21）に一部改正された。同項は同年 12 月 31 日までの時限立法であったが，
2021 年 3 月 31 日の法改正22）により，同項は，連邦議会が同法 5 条 1 項 1 文
の規定に基づき全国規模の流行状況にあると判断し，それに基づいて学校等
の閉鎖が行われ，子どものケアが必要となった場合に適用されることとされ
た（§ 56 Abs. 1a IfSG）。これにより，1a 項は時限立法ではなくなり，全国規模
で病気が流行した場合に適用される普遍的な条項となった。
（2）　保育施設・学校の一時閉鎖等に伴う収入減少への補償
　　（a）　受 給 権 者
感染予防法 56 条 1a 項は，次のように規定している。すなわち，就業者は
einer epidemischen Lage von nationaler Tragweite （BGBl. I, S. 587））。 
20）　Vom 19. 06. 2020 BGBI. I, S. 1385.
21）　Vom 18. 11. 2020 BGBI. I, S. 2397. 
22）　Vom 29. 03. 2021 BGBI. I, S. 370.
　　 なお，本稿執筆時点（2021 年 6 月末）における感染予防法 56 条に関する最新の改










①のうち， 「隔離のために当該施設に立入り禁止となる場合」 は， 3 月 27 日
法では定められていなかったが，11 月 18 日法によって新たに規定された。
受給権者は，所轄官庁，及び，使用者が求める場合には当該使用者に対し
23）　感染予防法とドイツ民法 616 条との関係については，ドイツ民法 616 条に基づく賃
金継続支払い請求権は感染予防法 56 条に優先すると解釈するのが通説である（たと
えば，Preis / Schmid, Rechtsfragen der Entgeltfortzahlung in der Pandemie, NZA 

















　　 もっとも，ドイツ民法 616 条は強行法規ではなく，労使が合意によってその適用を
排除できるとするのが判例・通説（そのリーディングケースとして，BAG Urteil v. 













感染予防法 56 条 1a 項に基づく補償金が受けられる期間は，当初，3 月 27
日法では， 最長 6 週間とされたが， 6 月 19 日法により， 受給可能期間は最長
10 週間25），一人親の場合には最長 20 週間に改正された。
受給できる補償額は失われた収入26）の 67%（ひと月あたりの上限額 2016 ユーロ
（26 万円強））である（§ 56 Abs. 2 S. 4 IfSG）。補償金の支払いは，労働者がまず使
用者から当該補償金を受け取り（最長 10 週または 20 週），使用者が，州の管轄
当局から当該補償金額相当の償還を受けるという方法で行われる（§ 56 Abs. 5 
24）　同要件はかなり厳格だという。すなわち，保育施設や学校で緊急保育（eine soge-
nannte Notbetreuung）を要求できる場合， もう片方の親を呼び出すことができる場合， 
他の家族や親族が子どもの世話をすることができる場合，兄弟姉妹がおり複数の子ど
もの世話をすることができる場合は，同要件に該当しないとされている。この点につ
いては，BT-Drs. 19/18111, S. 25, Zu Nummer 7 Zu Buchstabe a. 及び横田明美・阿部
和文「ドイツにおける COVID-19 （新型コロナウイルス感染症） への立法対応―連
邦と州の権限配分及び行政情報法の観点から」JILIS レポート Vol. 3 No. 2 （2020） 11
頁以下参照。






の詳細については，§ 56 Abs. 3 IfSG が定める。
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児休業， 子の看護休暇， 所定労働時間の短縮のほか， 選択的措置 （所定労働時
間の制限， フレックスタイム制度の導入， 始終業時刻の変更等）， 時間外労働の制限，
深夜業の制限がある。家族介護に関してもほぼ類似の制度が予定されてお
り， 介護休業， 介護休暇のほか， 選択的措置制度 （所定時間外労働の制限， フレッ






する場合にのみ取得することができ，その日数も 1 年間に 5 日にすぎない
（同法 16 条の 2）。所定労働時間の短縮は，育児休業を取得していない労働者




業の延長及び再延長が認められている（育介休法 5条 3項及び 4項，同施行規則 6条
及び 6 条の 2）。延長については，当該子が 1 歳 6 カ月に達するまでの間（なお，当
該制度の施行日は 2005 年 4 月 1 日），再延長については，当該子が 2歳に達するまで





























問い合わせ （事業主の方へ）」 のうち 「対象家族が要介護状態にあるかどうかは， どの






ら保険給付（「介護休業給付」。従前の賃金額の 67% が支給される。雇用保険法 61 条の
4）が支給されるが，介護休暇の場合，それに該当する制度はない。
（2）　日本における「両立支援」の弱点









































上限額が設定されており，2020 年 2 月 27 日から 3 月 31 日までについては










そこで，厚生労働省は，2021 年 3 月 26 日より，次のような扱いを新たに
追加した。すなわち，所轄の労働局が行う本助成金活用の働きかけに事業主
が応じない場合，① 2020 年 2 月 27 日から 3 月 31 日の間に休業し，その間
について通常通りの賃金等が支払われていない場合については，本助成金を
労働者が直接申請を行うことができることとし（小学校休業等対応助成金「個人


























のために仕事を休まざるをえない労働者が，当該休暇を 2020 年 4 月 1 日か
ら 2021 年 3 月 31 日までの間に合計 5日以上取得した場合，事業主に対し助
成金を支給するというものである。
この有給休暇は，法定の介護休業，介護休暇，年次有給休暇とは別に設け







以上 10 日未満の場合には 20 万円，合計 10 日以上の場合には 35 万円の金額









すなわち， 2020年 5月 7日から 9月 30日までの間に， 新型コロナウイルス
感染症に関する母性健康管理措置として，医師または助産師の指導により，
休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度を整備
し，2020 年 5 月 7 日から 2021 年 1 月 31 日までの間に当該休暇を合計して 5
日以上取得させた事業主に対し，25 万円（有給休暇合計 5 日以上 20 日未満），以






















また， 利用の際には， 事業主に対し， 事前に予告をする必要はない（男女雇
用平等法大統領令第 30509 号 16 条の 2 第 4 項参照）。さらに，労働時間短縮制度に
おいては，最低労働時間が週 15 時間と設定されているため，各日の労働時
















32）　もっとも， 韓国女性政策研究院レポート （前掲注 3）） によれば，女性労働者のうち， 
その配偶者や家族から，仕事を辞めるよう強く説得された人の割合は，失業経験のあ





























ツでは，感染予防法 56 条 1a 項に基づく特例的な経済的支援が有効に機能し
ている。







































日本の民法には，ドイツ民法 275 条とよく似た条文として，412 条の 2 が




























る。韓国の家族介護休暇の場合は 1 日あたり 5 万ウォン（約 5 千円）である
から，それと比べると，給付水準は相対的に高い（助成金の上限額は，2020 年 4






















金（雇用保険法 61 条の 7）ないし介護休業給付金（同 61 条の 4）が支給される。
122
めの法理論の構築は急務であるといえるだろう。
VI　おわりに
コロナ危機下における，労働者の家族ケアと仕事との両立の問題は，あら
ためて「両立支援」の本質は何かという問題を提起していると考えられる。
両立支援においてもっとも重要なことは，家族ケアを理由に，あるいは，
家族ケアを契機に，離職という選択を行うことを回避することである。仕事
か家族ケアかの二者択一の問題に直面する労働者に対し，両者を両立するた
めの方途を提供することで，不本意に労働市場から抜け落ちないよう包摂す
るための手段が両立支援である。
そうした視点から考えた場合，たとえば日本の育児介護休業法が定める両
立支援のように，その利用対象者の範囲が限定されていたり，家庭外の保
育・教育機関あるいは介護施設の利用を前提としたものである場合，死角が
生じる危険性は高い。家族ケアの必要性は，子の年齢や被介護者の要介護度
で機械的に割りきれるものではないし，保育施設や介護施設の不足といった
問題もある。
労働者の仕事と家族ケアの両立を現実化していくためには，育児や介護に
関わる法制度を，韓国のように，より包括的で柔軟な「家族ケア制度」とし
て作り替えていくこと，そして，ドイツのように「家族ケア優先」の契約解
釈を定着させていくことが，今後の労働者の家族ケアと仕事との両立を実現
するうえで，きわめて重要であると思われる。
